
 

昨年8月末に不十分な情報と制度理解のまま提出した特定処遇改善計画書には様々な問題点あり!!　計画書の見直しのチャンスは約1ヵ月半!!
令和2年度 特定処遇改善計画書と令和元年度実績報告書作成に伴う算定要件と介護事業所としての適切な処遇改善の実務を分かり易く解説指導!!
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令和2年度 特定処遇改善計画書と令和元年度実績報告書作成に伴う算定要件と介護事業所としての適切な処遇改善の実務を分かり易く解説指導!!

令和2年度特定処遇改善計画提出期限2月末！！　7月には実績報告が迫る、見直しのチャンスに対応策を徹底指導！！令和2年度特定処遇改善計画提出期限2月末！！　7月には実績報告が迫る、見直しのチャンスに対応策を徹底指導！！

～介護職員等処遇改善加算算定は、正しく行わなければ実地指導で「後悔先に立たず」で大問題となる！！　  　　　　
　　　　　　　実地指導で困らないために特定処遇改善加算算定の通知、Ｑ＆Ａの徹底解説から、処遇改善の実務を実践事例に学ぶ～
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　特定処遇改善加算の算定が難しい、複雑だという意見を
多く聞きます。従来の加算の多くは、算定要件を満たせば算
定でき、満たさないと算定できないという二者択一のシンプ
ルな仕組みです。しかし、特定処遇改善加算は選択肢が複
数で、その選択の仕方で結果が大きく異なります。このこと
を十分に理解できないままに、８月末の特定処遇改善計画
書を提出された施設も多いのではないでしょうか。自治体
の説明会や集団指導に於いても、特定処遇改善加算の算
定についての説明が不十分、もしくは、まったく語られな
かったとの情報も多く寄せられています。このような状況で、
未だに加算の算定を躊躇する施設も多くあります。私に対
する講演終了後の質問の多くが、未だに特定処遇改善加算
の算定についてです。いかにこの加算の算定に不安を持っ
ている施設が多いかを物語っています。しかし、大丈夫で
す。令和２年度の計画書の提出期限は２月末となっていま
す。ここで次年度からの加算算定を、有利な方法に修正する
ことが出来ます。また、今年７月には実績報告書の提出も控
えており、今後の実地指導で返還とならないための最終確
認が必要な時期となっています。今一度、特定処遇改善加
算の算定を確認し、有利な算定方法を取ることで、今後の事
業運営を万全にされてください。　小濱　道博
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特定処遇改善計画書と実績報告書作成に伴う
算定要件の再点検と確実な処遇改善の実務
特定処遇改善計画書と実績報告書作成に伴う
算定要件の再点検と確実な処遇改善の実務

Ⅰ．複雑な算定要件の再確認と活用事例
　・ 7割以上の算定率の意味と実際　　　　　・ 勤務実績表と平均賃金改善の関係
　・ 兼務者の取り扱いと専門職への配分　　　・ グループ分けの再構築の必要性
　・ 事業所の裁量の範囲と記録の重要性　　  ・ 8万と440万の再確認と効果的な設定
　・ ＷＡＭ調査の結果と実際の違い　　　　　・ 全算定要件とＱＡの再確認
 
Ⅱ．実地指導に向け、処遇改善計画書と実績報告書への完全対応
　・ 記載方法と期間認識の再確認　　　　  　・ 従来の処遇改善加算との棲み分けが重要
　・ 変更届けと職員移動の処理方法　　　　  ・ 今年度と基準を変更する場合の注意点
　・ 今から備える実地指導の事前対策           ・ 増加する処遇改善加算の返還指導
 
Ⅲ．特定加算の意味と二極化の拡大へ対策
　・ 特定処遇改善加算は総量規制加算か        ・ 何故、小規模事業者は算定率が低いのか
　・ 加算の算定は今後の人材確保の生命線     ・ 二極化の拡大と自然淘汰の加速
　・ 大規模化政策がこの加算の本質か
 
Ⅳ．2021年制度・報酬改定の動向と事前対策
　・ 審議会意見書の再確認と対応策 　　　　・ 始まる介護報酬改定審議のポイント
　・ ケアマネジャーの新たな処遇改善の動向　・ 30年スパンで事業経営を考える必要性

特定処遇改善計画書の見直しと実地指導対策セミナー　申込書
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一般社団法人日本介護経営研究協会 専務理事 小濱介護経営事務所 代表
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特定処遇改善計画書の見直しと実地指導対策セミナー緊急企画

銀座同和ビル2F（セミナールーム）
東京都中央区銀座7-2-22　TEL03-6228-5995

※参加料には資料・
　コーヒー代を含みます。
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HMS会員（法人・個人会員）

（購読会員）
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「申込欄」に必要事項をご記入の上、FAXにてお送りください。折り返し請求書をFAXいたします。
※参加料は、下記指定口座にお早めに（原則 開催1週間前までに）お振込み下さい。
※ご入金確認後、「受講票」及び「会場案内図」をお送り致します。また、お申込と違う名義で
　お振込みされる場合は、入金照合のために振込名義を下記にご記入ください。 
振込名義　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
振込先:三井住友銀行　本店営業部　普通預金　７５７７１６２　
名義：カ）ホケンイリョウフクシサービスケンキュウカイ

Webからの
お申込はこちら⇒　

※希望の方は□を付けてください。　
□ 無料個別相談　　□ CD受講希望　　□ 出席＋CD【CD代6,600円（税込）】

 

【CD送料のご案内】送料につきましては「CD受講」の場合1,210円（税込）、「出席＋CD」の場合880円（税込）を別途ご負担いただきます。あらかじめご了承ください。
〒104-0061  東京都中央区銀座7-2-22  銀座同和ビル2F  TEL：03-6228-5995  E-mail：info@hifsk.co.jp  https://www.hms-seminar.com/

 開催1週間前を過ぎたキャンセルのお申し出は受付かねます。その際は、代理でのご出席をお願いするか、または自動的に「CD受講」へお切り替えとなります。ご注意


